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サステナビリティマネジメント
サステナビリティに関する意思決定と推進・モニタリングを行うガバナンス体制を整備し、実効性を確保しています。

～サステナビリティの考え方～
当社および連結子会社は、長期的な視点から、時代によって変化するお客さまのニー

ズを的確にとらえ、新たな事業・サービスを提供し、社会課題を解決していくことが重

要であると考えています。そして社員一人ひとりがこの使命を共有し、新たな価値を生

み出すことで、社会と共に持続的成長を図っていきたいと考えています。

「美しい時代へ」というグループスローガンのもと、SDGsの17のゴールと169のター

ゲットやエリア・業界固有の課題を踏まえて特定した、サステナブル重要テーマ（マテリア

リティ）に向き合い、「未来に向けた美しい生活環境の創造」および「事業を通じた継続的な

社会課題の解決」に取り組んでいく“サステナブル経営”を経営の基本姿勢としています。

サステナビリティガバナンスの取り組み

サステナビリティに係る主な審議実績（2025年度）

取締役会

 サステナブル重要テーマに対する取り組み
 安全への対応状況
 ITリスクに関する取り組み
 環境ビジョン実現の取り組み・環境ビジョン2040への改定
 不祥事・事故等報告状況

サステナビリティ
推進会議

  ESG分野における取り組み（ESG評価、人権、 
サプライチェーン、環境ビジョン、TNFDへの取り組み等）

 サステナブル重要テーマの再評価
 ITリスクに関する取り組み
 事業部門報告（安全・環境への取り組み）
 不祥事・事故等報告状況

 役員報酬におけるサステナブル経営指標の設定（継続）  P.60

ガバナンス
当社は、取締役会を経営および監督の

最高機関と位置付けており、サステナビ

リティに係る重要事項は、取締役会で決

議・監督しています。また、サステナビリ

ティへの取り組みを積極的に推進するた

め、サステナビリティ推進会議（議長：社

長執行役員、年4回）の開催や、連結各社

への浸透、各種啓発活動のほか、東急グ

ループ全体での表彰制度による奨励など、

全方位的な取り組みを実践しています。

サステナビリティ
推進会議

共有・推進・
浸透

東急グループ 
サステナビリティ
推進会議

各部門・連結各社従業員

取締役会

経営会議

リスク管理
気候関連のリスクと機会、人権リスクなどのサステナビリティ関連のリスクは、経営企画室

ESG推進グループをプロジェクトリーダーとし、専門家の知見のもと各事業部門と協働してリス

ク分析・対応策の検討を行い、経営会議・取締役会への上程を行います。

また、全社リスクについては、毎年各事業・各社にてリスクの分析を実施する際に、気候関連

リスクなどのサステナビリティリスクを含めて検討・評価・管理しています（全社リスクマネジメ

ントは  P.62  をご参照ください）。

リスク管理プロセス

サステナビリティ
推進会議にて共有・推進

経営会議・
取締役会への上程

対応策
検討

サステナビリティリスク

全社リスクマネジメント
プロセスとの連携

リスク
認識

経営会議・取締役会への上程全社リスクマネジメント  P.62
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安全・安心

駅構内略図

安心と信頼を基本とした良質な商品・サービスを提供するため、関連法令を遵守し、安全に関する取り組みを推進するとともに、継続的な改善を行っています。
2025年度に発生した田園都市線梶が谷駅構内での列車衝突事故では、お客さまをはじめ関係者の皆様に多大なご心配とご迷惑をおかけしましたことを、
深くお詫び申し上げます。

事故の概要
発生日時： 2025年10月5日（日）23時04分頃
発生場所： 田園都市線 梶が谷駅構内
発生列車： 列車①：中央林間発渋谷行（各駅停車）
 列車②：回送列車
 ※列車①、②いずれも10両編成

発生状況： 梶が谷駅5番線（引き込み線）への留置作業のため、3番線から5番線を走行中の列車②は、5番線のオーバーランを防止するため
の信号により、所定停止位置の手前で停止。列車②は5番線に完全に入線していない状態であったが、宮崎台駅～梶が谷駅間を走
行していた列車①は、3番線に進入できる信号が出ていたため進入。その後、列車①の運転士は通常より線路に近い位置に列車②
を確認したため、非常ブレーキを操作したが、列車②と接触して停止。列車②の1号車が脱線し、列車①は乗客149人を梶が谷駅上
りホームへ避難誘導。

事故原因： 信号システムの条件設定の不備により、列車②が5番線に完全に入りきる前に、列車①が3番線に進入できる信号が出ていたことに
よるもの。

負 傷 者： 列車② 車掌1人（軽傷）

事故による運休本数と影響人員数
日付 田園都市線 大井町線 影響人員

10月5日（日） 14本 0本 約24,700人
10月6日（月） 577本 516本 約627,400人

2日間合計 約652,100人

運転見合わせ
約25時間

左が列車②、右が列車①
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1号車

第2軸第1軸 ▪列車①（上り各駅停
車）1号車~4号車の
車体側面に損傷

▪5番線の列車②（回
送列車）1号車の中
央林間寄りの2軸の
車輪が脱線

再発防止策
·信号システムに関する詳細な設計の手順書およびチェックシート
（確認項目を明瞭化）を新たに作成し、複数名による確認を徹底
することで、今回発生した条件設定における不備を防止
·設計時に異なる部署間で調整する際、相互に適正な確認・判断
できるように確認方法の見直しを実施
·不安全事象が発生しないよう、設計に関する組織的な確認体制
（設計検討委員会）を構築
·本事故を風化させないため、継続的に教育を実施

事故後の主な動き
 10月 5 日 23時04分 事故発生
 10月 6 日 24時00分 全線運転再開
 10月 7 日 記者会見（国土交通記者会／福田社長）
 10月10日 東急線全駅（梶が谷駅およびこどもの国線を除く）の調査

（信号システムの条件設定の確認）の結果公表
  国土交通省は全鉄軌道事業者へ緊急点検を指示

 10月20日 全駅調査で信号システムの不備を確認した二子玉川駅、
新横浜駅の計3カ所の改修を完了

 10月27日 第1回「再発防止検討委員会」を開催
 12月23日 国土交通省より、認定鉄道事業者制度における鉄道電気

施設の設計に関する業務に関わる「一般認定の取消」※の
行政処分を受領。「再発防止策」を開示

※国が行う鉄道事業に関する許認可について、鉄道施設・車両の設計確認や竣
工確認を認定を受けた鉄道事業者自らが適切に実施することにより、安全性を
確保しつつも、国への手続きを簡略化する制度。鉄道事業者からの申請により、
組織的な技術力や品質の確保等について国土交通省が審査を行い、基準に達し
ていれば認定が与えられる。東急電鉄は2001年12月に鉄道土木施設・鉄道電
気施設・車両の3部門において、手続きの大幅な簡略化が認められる一般認定
を取得している。今回はこのうち、鉄道電気施設のみの一般認定取消となった。

当社取締役会における議論（抜粋）
日時 内容

2025年10月

事故概要、お客さまへの影響、事故原因、 
当面の対策等について
〈社外取締役からの意見〉
事故の直接的な原因に加え、その背景について十分検
証を行うこと。

2025年11月

事故原因、再発防止策等について
〈社外取締役からの意見〉
事故の背景には部門間の調整不足があるとの認識のも
と、今後は新設の設計検討委員会を通じて対応を図る
点について確認した。体制整備においては、部門横断
的な視点での取り組みが肝要である。
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安全・安心

グループ経営理念に則り、関連法令を遵守しながら安全に関する取り組みと継続的な改善を推進することで、「安全がすべてに優先する」という企業文化の確立・維持・向上に努め
ています。また、継続的な安全教育や経営・現場・協力企業との緊密なコミュニケーションを通じて、従業員一人ひとりの意識向上と実効性のある安全対策の推進を図っています。

安全マネジメントの考え方と体制
交通事業をはじめ当社グループ全ての事業の基本は安全と

そこから生まれる安心にあります。「安全基本方針」や各社の

方針などに基づき、当社各部門および連結各社が連携し、安

全の確保と安心の向上に努めています。当社では、社長執行

役員を議長とする「サステナビリティ推進会議  P.33  」にお

いて、安全に関する重要情報を共有し、会社としての適切な

対応を指示しています。また、「東急グループサステナビリ

ティ推進会議」では安全推進を定例議題とし、当社グループ

一体で安全を推進しています。

安全基本方針  https://tokyu.disclosure.site/ja/108/

安全投資の実施
東急電鉄は、2025年度に442億円の安全投資を実施し、

豪雨や地震などの各種自然災害対策、施設物・構造物の長寿

命化、無線式列車制御システムの導入などの設備投資により、

安全輸送と快適性の向上に努めています。今後も鉄道インフ

ラの適切な維持更新や各種自然災害対策、運転保安設備の

更新などの設備投資を継続的に行うことで、環境と社会の変

化に対応し、鉄道の最重要事項である「安全・安心」を追求し

ていきます。

東急電鉄の安全への取り組みの詳細については「安全報告書」をご参照ください。
 https://www.tokyu.co.jp/railway/company/safety/

安全教育とコミュニケーション
東急電鉄は、2021年12月に安全最優先で行動できる人材

育成の強化を目的とした安全教育施設「安全共創館」を開設し

ました。開設以降、経営層および従業員全員が安全教育プログ

ラムを受講しており、今後も安全教育を継続して安全意識を一

層高めていきます。また、社長をはじめ経営陣から各部門の部

課長まで、定期的に現場を巡視

し、安全に関する取り組みにつ

いて確認や意見交換することで、

経営陣と現場が一体となって問

題解決に取り組んでいます。 現場の従業員と社長との意見交換会の様子

東急安全の日
東急電鉄では、2014年2月の東横線元住吉駅列車衝突事

故を風化させないために、社員一人ひとりが事故を振り返り、

事故と向き合う場として、「東急安全の日」を開催しています。

2026年2月の第12回には、オンラインを含め約1,200名が参加

しました。福田社長および伊藤安全統括管理者からのメッセー

ジ発信のほか、2025年10月の田園都市線梶が谷駅構内列車

衝突事故を含む、これまでの事

故の教訓を活かし、安全への意

識・姿勢に関する講話を行い、

経営から現場まで一丸となって

安全への決意を確認しました。 「第12回東急安全の日」の様子

事業継続体制
当社グループは、多くのお客さまの生活に密接に係る事業

を営んでおり、大規模地震などの災害発生時にも事業を継続

することが使命です。このため事業継続（BC）体制の強化を

進めており、その取り組みの一つとして、社長執行役員をトッ

プとした「連結BCM委員会」を設置しています。当社グルー

プ全社が参画し、首都直下地震などを想定したBC体制強化

を推進し、発災時に円滑に事業を継続・復旧できるよう取り

組んでいます。

自然災害対策
東急電鉄では、大雨時の土砂災害対策や各設備・駅構内へ

の浸水を防止するための工事を進めています。また、これま

で大規模地震に備え、鉄道構造物への耐震補強工事を実施し

てきました。耐震省令に基づく補強はすでに完了しており、さ

らなる減災対策として災害時の復旧性向上のため、高架橋の

耐震補強工事や擁壁補強工事などを引き続き実施しています。

高津変電所 浸水対策（止水板設置済み）東横線・目黒線 多摩川駅～新丸子駅間 補強後の高架橋柱 

https://tokyu.disclosure.site/ja/108/
https://tokyu.disclosure.site/ja/108/
https://www.tokyu.co.jp/railway/company/safety/
https://www.tokyu.co.jp/railway/company/safety/
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Message

“個”の最大化で長期循環型ビジネスモデルの 
サイクルを加速
執行役員 人材戦略室長 高橋 真樹子

当社は人材を連結経営の根幹と位置付

け、“個”の力を最大限に引き出す人的資

本経営を推進し、従業員一人ひとりが輝け

る会社を目指しています。人材戦略室では、

従業員の幸福追求がお客さまの幸福実現において何よりも重

要ととらえ、「圧倒的従業員起点」の姿勢を大切にしています。

エンゲージメント調査から「働きがい・働きやすさ・処遇」の課

題をとらえ、自己学習や資格取得の支援、沿線居住を通じてお客

さま視点を養う寮・社宅制度の拡充など、長期目線で積極的な

投資と施策を展開しています。

また今般、「人材マネジメントポリシー」の策定により、改めて私

たちが大事にする想いを言語化しました。タウンホールミーティン

グをはじめとした対話施策と人事制度の充実により、従業員一人

ひとりが変化を前向きに捉え、挑戦と成長にやりがいと誇りを実感

しながら、自分らしい人生を歩める環境づくりに取り組んでいます。

同時に、互いのリスペクトと信頼関係を基盤に、本当に大切にすべ

きことに組織全体で向き合いながら、多様な連携を通じて個と組

織の両面から東急ならではの価値提供と信頼獲得へとつなげます。

引き続き、“個”の力を最大限に引き出すことを起点に、その

力を集結してチーム力を高めていきます。これにより長期循環型

ビジネスモデルをさらに加速させ、コングロマリットプレミアム

の実現を目指してまいります。

ひとづくり ［ 人材戦略 ］
ビジネスモデルと人材戦略の関係

グループ理念（存在理念・経営理念・行動理念）

長期循環型ビジネスモデル

人
材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
ポ
リ
シ
ー

中期3か年経営計画

採用・キャリア支援・
人材育成

各種人事制度
＆ 風土醸成 社内環境整備

人材戦略
“個”を最大化する

エリア成長

事業領域拡大事業領域拡大各事業成長
事業間シナジー創出
各事業成長

事業間シナジー創出

エリア価値の向上

企業価値の向上

働きがい
理念・戦略を感じた自己実現
●理念・戦略・ポリシーが
“伝わる”工夫
●資格・自己啓発支援の拡充

働きやすさ
健康・選択の自由／相互尊重と連携
●男女・中途などのちがいを
ちからにするDEIの推進
●働く環境の改善・健康経営推進

処遇
外の競争力と中の納得感

●給与・株式インセンティブ・
寮・社宅など総合的な処遇改善

 P.38  P.39

 P.38

 P.20

 P.14

 P.37

 P.1

主要KPI
従業員エンゲージメント  P.40 一人当たり

研修・教育実習費
管理職に占める
女性比率 男性育休取得率 

レーティング 総合満足度

2025年度実績 BBB
（11段階中4段階目）

3.55 114千円 14.8% 97.6%

目標
（2026年度）

A
（11段階中3段階目）

3.5 100千円以上 18%以上 100%

ひとづくりに関するKPI目標・詳細は「非財務データ」  P.68 をご参照ください。
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ひとづくり ［ 人材マネジメントポリシー・価値創造を支える人材 ］

人材マネジメントポリシー
当社のビジネスモデルは、エリア成長と事業間シナジーにより持続的な企業価値を実現する長

期循環型です。交通事業と不動産事業を基盤とし、生活サービス事業とホテル・リゾート事業を付加

価値創出事業とする多様な事業運営を通じて、コングロマリットプレミアムの創出を目指しています。

2025年度、当社はこのビジネスモデルを実現するために、人材マネジメントにおいて大切にする想

いを「人材マネジメントポリシー」として言語化しました。このポリシーはビジネスモデルと密に連動

する位置づけであり、人事施策を長期的な目線で一貫性を持って取り組むための基軸となります。

人材マネジメントポリシー
1. リスペクト・信頼をもとに、多様な連携を生み出す
先入観や組織上の上下関係・親子関係にとらわれず、相互尊重を基盤に会社間・部門間・チーム間・ 
個人間など網の目状の連携により新しい価値を創造していきます。

2. 変化に前向きな人を増やす
仲間と新しい価値の創造に挑み、様々な変化を前向きに捉えて力に変える人とともに成長します。

3. 長期的な目線で挑戦と成長を支える
人への投資を続け、従業員が新たな仲間や自らの可能性を広げる機会を作り、能力を存分に発揮できるよ
うな環境を整えていきます。

4. 従業員の幸福を追求し、お客さまの幸福を実現する
お客さまの求める価値をさらに創出する出発点として、従業員の幸福を大切にします。

価値創造を支える人材
当社のビジネスモデルにおいて、まちづくりを俯瞰的かつ創造的にとらえ、多様な事

業を連携させながら推進する組織運営と人材が企業価値創出の源泉です。そのために

は、仲間と新しい価値創造に挑み、さまざまな変化を前向きにとらえて力に変える人の

確保・育成・活性化・定着の質が事業価値に大きく関連しています。

社員メッセージ まちづくりを俯瞰し事業価値を創造

人をつなぎ、新たな価値へ挑む
鉄道研修、渋谷や東急線沿線の不動産開発
事業を経て、社内起業家育成制度で定額宿泊
サービス「ツギツギ」の立ち上げに挑戦しまし
た。異なるフィールドで一貫して根幹にある
のは、多様な関係者と目標を共有し、価値を
創り上げていくプロセスです。今後は新たな
人流の創出とともに、宿泊者と訪問先の地域
をつなぎ、継続的な関係人口の増加に貢献で
きるサービスへの進化に挑んでいきます。

東急（株） 
ホテル・リゾート事業部
事業戦略グループ
参事

社員メッセージ 各事業に精通した専門性

専門性を磨き、鉄道事業の持続的成長へ
相鉄・東急直通線事業の車両改修に関す

る総括担当をはじめ、さまざまな鉄道事業
のプロジェクトを通じて専門性を培うととも
に、組織体制の整備や風土改革、人材育成に
も取り組んできました。現在は、新たな信号
保安システムである無線式列車制御システム
「CBTC」の導入プロジェクトに取り組んでい
ます。今後も専門性を磨き続け、まちづくり
において必需インフラとなる鉄道事業の持続
的成長に貢献していきます。

東急電鉄（株） 
鉄道事業本部
電気部 CBTC推進課 
課長補佐

社員メッセージ デジタル技術活用による価値創造

デジタルで、ずっと住みたい沿線をつくる
沿線の魅力を伝え新たな行動のきっかけを

作るべく、Webを軸としたお客さま接点の創
出に取り組んでいます。公式サイトのリニュー
アルでは、「まちを楽しむ」をコンセプトに鉄道
と沿線サービスを横断的に繋ぎ、一体感のあ
るデジタル体験を実現しました。組織の枠を
超えて、仲間と共に継続性のある価値創出の
仕組みを育てていくことが醍醐味です。今後も、
沿線への愛着を育む顧客
体験を牽引していきます。

東急（株） 
デジタル 
プラットフォーム
URBAN HACKS

ツギツギ   https://m.tsugitsugi.com/ 東急・東急電鉄公式サイト   https://www.tokyu.co.jp/
URBAN HACKS   https://10q89s.jp/

CBTC  P.29

価値創造を支える人材
●総合的にまちづくりを俯瞰し事業価値を創造する人材
●各事業に精通した専門的な人材
●デジタル技術活用によって事業横断的に価値を創造する人材 等

https://m.tsugitsugi.com/
https://m.tsugitsugi.com/
https://www.tokyu.co.jp/
https://www.tokyu.co.jp/
https://10q89s.jp/
https://10q89s.jp/
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ひとづくり ［ 働きがい／処遇 ］
「個の最大化」を支える要素（重点課題）である働きがいと処遇。理念・戦略と連動した自己実現の機会と、外部競争力と納得感を意識した報酬で、一人ひとりの力を最大限に引き出します。

東急バリュー
当社は、従業員一人ひとりが共有すべき価値観と行動として

「東急バリュー」を策定しています。東急バリューは、3つの

志と5つの行動から

成り立っており、こ

れらの実践を通じて、

高い志を持ち、自ら

考え、主体的にやり

抜く人材の育成と、

イノベーションが生

まれる企業風土の醸

成を目指しています。

東急バリュー
～高い志を持ち、自ら考え、主体的にやり抜く～

学習する 考える

やり抜く

対話する

すばやく
動く

行動

志

顧客価値
お客さまが求める
価値を追求し続ける

共創
互いを高めあい、
知恵を結集させて
連携を進める

挑戦
常に新しい価値の
創造に向けて
突き進む

理念浸透と風土醸成
当社は、会社理念や経営戦略・人材戦略などの浸透と従業

員の理解・納得感の向上を目的に、社長をはじめ経営層が従

業員に直接自らの言葉で発信する場を積極的に設けています。

2026年4月には、「中期経営計画最終年度に向けた現在地と

今後」をテーマに経営層のセッションを複数実施し、オンライ

ンも含め1,000名以上が参加しました。

セッションの様子

回数 6回

テ
ー
マ

·コングロマリットプレミアム
·人材マネジメントポリシー
·資本市場から見た課題と対応方針 
· エンゲージメント調査結果と 
ナレッジマネジメント

学生ニーズと専門人材確保の両立
当社は、専攻分野を活かしたいという学生ニーズへの対応と

専門人材確保の必要性から、初期配属を確約する「初期配属確

約コース」を導入し、本人の志向と適性に基づき最適な配属を

実施しています。なお、本コースについても、初期配属以降は、

他の社員と同様に全部門へ異動する可

能性があり、当社グループの将来を担

う総合職として経営視点の醸成とキャ

リアアップを図る仕組みとしています。

〈初期配属確約コース〉
·鉄道事業 電気・車両
·鉄道事業 工務
·不動産事業
·財務・経理、法務 等
全6コース

人材育成・キャリア形成
当社では「従業員一人ひとりに寄り添い、学ぶことで成長

が実感できる場の提供」を育成方針に掲げ、さまざまな施策

を展開しています。「東急アカデミー」は、東急グループの組

織力・人間力を高める研修です。2006年の開講以降、延べ

900名以上が修了し、当社グループ各社の役員を輩出してい

ます。経験・内省・学習の3つのプロセスを通じて経営人材

を育成するとともに、修了生ネットワークはグループ全体のシ

ナジー創出と多様な連携の基盤となっています。

また、従業員が主体的にキャリアを描き、挑戦できる環境

整備を目指し、2025年度より受験費用等の会社負担や合格

時の報奨金支給を行う「資格取得支援制度」を新設しました。

その結果、延べ330名が新規資格を取得しました。今後も従

業員の学習やリスキリングを通じ、専門能力向上と成長意欲

を当社の競争力強化につなげていきます。

優秀な人材の定着・活躍を支える処遇
当社および東急電鉄は、人材確保と従業員エンゲージメン

ト向上のため、賃金引き上げを柱とした処遇改善を進めてい

ます。2026年4月には、12,000円のベースアップを含め

て、両社従業員平均で6.0％の賃金引き上げを実施しました。

2024年度を始期とする中期3か年経営計画期間における当

社の賃金引き上げ率は平均18.2％（管理職層18.0％、非管

理職層24.4％）となります。継続的な賃金引き上げ、業績還

元としての特別賞与の支給、従業員の中長期的な業績・株

価に対する意識向上を目的とした株式インセンティブの導入、

沿線居住促進と福利厚生充実のための寮・社宅の拡充などに

より、総合的な処遇改善を実施してい

ます。これらの取り組みもあり、2025

年度の離職率は3.5％と、前年から0.8

ポイント低下しています。

離職率

3.5%
〈対前年△0.8P〉
（当社／2025年度）

タウンホールミーティング等開催実績（2025年度以降）

施策名 概要

リジョイン採用 過去の経験やスキル、前職での年収・役職・経験を
考慮した処遇での採用。延べ10名が再入社

カムバック制度

退職理由が育児（妊娠、出産、育児）、介護、配偶者
の海外赴任、自己研鑽を目的とした就学である社員
に対し、当該事由の終了後に再度就業の機会を提供。
延べ14名が再入社

独身寮・
家族向け社宅

寮は市況価格の約1/5、社宅は約1/3で入居可能。
東急線沿線に24物件・1,335室（内、2025年度新
設10物件・404室）

株式インセンティブ
制度

勤続期間に付与するポイントの累計に基づき、当社株
式を、原則として退職後に交付および一部現金給付

複業制度
（PIVOTx）

業務外での自己実現や自己成長を支援するため、当社
業務を主軸としながら、個人の時間を活用して業務外
活動に取り組むことができる制度。延べ154名が利用
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働く環境のさらなる改善
当社は「誰もが働き続けたい会社」を実現するため社内環

境整備に取り組んでいます。一例として、自身の職務や環境

に合わせて働く時間・場所・服装等を主体的に選択する「ス

マートチョイス」を展開し、テレワーク制度やフレックスタイム

制、ライフステージに応じて本人の役割は変えずに短時間勤

務ができる制度を整備しまし

た。多様な働き方を効果的に

選択し、組み合わせる「ベスト

ハイブリッド」方針により、個

人やチームのベストパフォー

マンスを追求してまいります。

ひとづくり ［ 働きやすさ ］
「個の最大化」を支える要素（重点課題）である、働きやすさ。
健康で自分に合った働き方を選べ、互いを尊重し連携できる環境を整えることで、
一人ひとりの力を最大限に引き出します。

健康経営銘柄 健康経営優良法人 Nextなでしこ
共働き・共育て支援企業

えるぼし（3段階目） PRIDE指標「ゴールド」

外部評価の詳細は、Webページをご参照ください。  https://tokyu.disclosure.site/ja/150/

DEIマネジメント ～ちがいをちからにする～
当社は交通、不動産、生活サービスなど、お客さまの暮らしに

深く関わる事業を展開しています。社会環境の変化に伴い、お

客さまの価値観や行動が多様化する中、持続的な成長と新たな

価値創造の実現には、多様な視点や発想を活かす組織づくりが

不可欠です。当社は「ちがいをちからに」を掲げ、ジェンダー、年

齢、障がい、性的指向・性自認・性表現、経験、価値観など多

様な個性を尊重し、DEIを重要な人材戦略として推進しています。

中でも女性活躍推進は、組織の多様化を促進する優先テー

マです。1988年の総合職採用開始以来、性別を問わない登

用・育成を継続し、2025年度末の女性管理職比率は14.8％

となりました。当社グループでは5名（2026年4月時点）の

女性社長が就任するなど、意思決定層の多様化も着実に進ん

でいます。また、男性育休取得率は97.6％と高水準を維持し

ており、2026年度末の取得率100％を目標に、取得しやすい

環境整備を進めています。

さらに、特例子会社を通じた障がい者雇用の拡大や、

LGBTQに関する制度整備・アライの育成など、多様な人材

が能力を最大限に発揮できる環境づくりを進め、あらゆる「ち

がい」を価値創造

の原動力へと昇

華させ、持続的な

価値創造を推進し

てまいります。

新卒採用男女比

女性
35%

男性
65%

（当社／2024年度以降）

中途採用比率

新卒
35%

中途
65%

（当社／2023年度以降）

女性管理職人数・比率※1

0
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150

200

0

5
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15

20

2020

（名） （%）

14.8

44

18.0%
以上

2025 2026
（目標）

（年度）

131
8.3

■  女性管理職人数（左軸）
● 管理職に占める女性比率（右軸）

男性育休取得率および 
平均取得日数※2

0

50

100

0

50

100

2020

（日） （%）
10097.6

18.8

2025 2026
（目標）

（年度）

94.2

80.0

■  男性育休平均取得日数（左軸）
●  男性育休取得率（右軸）

従業員エンゲージメント調査項目
「多様な働き方」の満足度

0

1

2

3

4

5

2023

3.8

2024 2025（年度）

3.73.6

※1  2022年10月の人事制度改定に伴い一部職層を管理職に変更
※2  前年度に子が生まれた男性従業員のうち、前年度＋当年度に育児休職等を取

得した者の割合

健康経営
当社は従業員とその家族の健康を事業の根幹と位置付け

ており、実質的な創業者である五島慶太翁の「人の成功と失

敗のわかれ目は第一に健康である。」という言葉の通り、健康

を重視する価値観を受け継いでいます。健康経営推進のため

「健康宣言」を制定し、社長執行役員をCHO（最高健康責任

者）に任命、健康経営管理体制を構築しています。「東急病院」 

「専任安全衛生担当」「人材戦略室・経営戦略部」が密に連携す

る「三位一体」で健康経営を推進し、

産業医・保健師と連携してメンタル

ヘルス対策、がん対策、生活習慣・

運動対策を実施するほか、プレゼン

ティーズムの測定結果を踏まえた健

康増進施策や若年層の肥満対策に

も取り組んでいます。

組織の労働機能の
総合評価（働く力）

91.8%
（2025年3月実施）

※客観的指標に基づくプレゼン
ティーズム調査結果（2025年
3月実施）
※数値は、「心身の健康に問題
がなく労働機能が発揮されて
いる割合」

健康経営推進体制
当社および東急電鉄の従業員

幸福心とからだの健康 挑戦と成長

重点施策・取り組み

健康経営推進体制

生活習慣・運動対策メンタルヘルス対策 がん対策ヘルスリテラシー向上

最高健康責任者（CHO）堀江社長

（当社）人材戦略室
（東急電鉄）経営戦略部

当社および東急電鉄 全部門
（専任安全衛生担当）

東急病院
健康管理センター

https://tokyu.disclosure.site/ja/150/
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ひとづくり ［ 従業員エンゲージメント ］
働きがいと働きやすさの向上を目指し、従業員エンゲージメント調査を活用した人材戦略を推進しています。
調査結果に基づき、課題に即した具体的な施策を着実に実行しています。

エンゲージメント調査の結果と取り組み
当社では、2019年度より従業員エンゲージメント調査を実

施し、人事施策の実効性の検証と従業員の働きがい向上に取

り組んでいます。本調査を人的資本経営の進捗を把握する重

要な指標と位置付け、組織課題の特定や改善施策の立案・実

行に活用しています。これまでの調査結果では、「自社の事業

が社会に貢献していると感じられる」といった社会的意義への

共感を示す『③事業内容』や、「上司に気軽に相談できる」「部

下の意見に耳を傾ける」といった上司の『①支援行動』が、継

続して当社の強みとして評価されています。

2025年度の調査結果では、総合満足度が3.55となり、中期

3か年経営計画の最終年度にあたる2026年度の目標値を上回

りました。特に、『⑤施設環境』や『⑧制度待遇』に関する評

価が大きく改善するなど、職場環境整備や処遇改善等の人事

施策において一定の成果が表れています。また、『③事業内

容』『①支援行動』の高い評価を維持しながら、「全社的な連

帯感」や「階層間の意思疎通」といった『④組織風土』にも改

善が見られました。一方、多くの領域で改善が見られたものの、

「ナレッジの汎用化・標準化」や「適切な人材配置」など、さら

なる対応が必要な事項も残されています。こうした課題に対し、

経営層と従業員の対話促進、マネジメント力の向上、組織横断

的な連携強化など、仕組みと風土醸成の両面から取り組みを進

めることで、従業員一人ひとりの挑戦と成長を支え、「個の最

大化」と企業価値向上の好循環の実現を目指してまいります。

エンゲージメント・レーティング（ER）と総合満足度

3.0

3.2

3.4

3.6

3.8

3.1

3.3

3.5

3.7

3.9 AAA

AA

A

BBB

BB

B

CCC

CC

C

（総合満足度） （ER）

3.40

（年度）2021 2022 2023 2024 2025 2026
（目標）

3.35 3.40 3.42
3.55 3.5

〈組織状態〉

相互に信頼
しあえている

相互に
話せばわかる

相互に
不信感がある

BB BB BB

BBB

BB

A

※2025年度調査から、東急病院については、より適切な課題把握を目的に別調査
へ変更したため、本調査の対象外としています。過去実績についても、東急病
院を除いた結果を表示しています。

領域別の期待度と満足度のプロット（抜粋）

満足度

期
待
度

低
低

高

高

弱み

強み
1

2

37

6 8

5
4

2024年度からの動き
2024年度
2025年度

領域別の施策
領域名（主な項目） 施策    P.38・39

強
み

1  支援行動（部下への支援行動・部下への傾聴姿勢） ·1on1ミーティング

2  会社基盤（顧客基盤安定性・財務健全性） ·経営計画の着実な推進

3  事業内容（自社の事業優位性・社会的意義や貢献感） ·サステナブル重要テーマの推進
·事業別戦略の実行

弱
み

4  組織風土（全社的連帯感・階層間の意思疎通）
·Creative Act.の発信・実践促進
·部門長インタビューの発信
·ランチセッションの開催
·人材マネジメントポリシーに基づく人事施策の展開

5  施設環境（ IT環境の充実度・業務環境の充実度） ·本社ビルの業務環境改善
·寮・社宅の拡充

6  人的資源（多様な人材・適切な採用配置） ·採用の強化

7  理念戦略（理念の発信・浸透・戦略目標への納得度） ·タウンホールミーティングの実施
·人材マネジメントポリシーの策定・展開

8  制度待遇（評価・給与の妥当性・研修制度の充実度） ·処遇改善
·教育研修制度の充実

従業員エンゲージメント調査概要
·対象：当社従業員（出向者および
臨時雇・派遣社員は除く）
·時期：2026年1月
·方法：（株）リンクアンドモチベー
ションのエンゲージメント調査「モ
チベーションクラウド」を使用した
全64項目の設問に対するWeb回答
·結果：レーティング（ER）は同社
の延べ13,460社、589万人の実
績から測定する偏差値。Aは全11
段階評価の上から3段階目、BBB
は上から4段階目。総合満足度は、
会社、仕事、上司、職場の満足度を
5点満点で調査した結果の平均値。
·回答数・回答率： 

1,477名・96.2%
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人権 人権方針および人権デュー・ディリジェンスの詳細はWebページをご参照ください。
 https://tokyu.disclosure.site/ja/214/

サプライチェーンマネジメントの詳細はWebページをご参照ください。
 https://tokyu.disclosure.site/ja/117/

グローバルなサプライチェーンの責任ある一員として、サプライチェーンも含めた人権課題解決に取り組んでいます。
取り組みをより実効性のあるものとするため、お取引先さまへの働きかけや有識者との対話を実施しています。

人権方針
当社および連結子会社は、グループ存在理念「美しい生活環境を創造し、調和ある社会と、

一人ひとりの幸せを追求する。」の下、「東急グループコンプライアンス指針」「行動規範」およ

び「人権・労働・環境・腐敗防止」の4分野で構成される「国連グローバル・コンパクトの10原

則」に基づいて、人権尊重の取り組みを推進してまいりました。

2022年、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」などを踏まえ、グループ理念に掲げる

「企業の社会的責任」を全うすべく、人権尊重の責任を果たすことへのコミットメントとして「人

権方針」を策定しました。本方針に基づき人権尊重に取り組むことにより、持続可能な社会の実

現と企業価値の向上を図ってまいります。

重要人権リスクの特定
有識者（国際機関・NGO等）が指摘する人権リスク、同業のリスク顕在化事例、当社関係部

署（主要関連会社）ヒアリングなどから、連結事業領域で発生しうる人権リスクを抽出し、深刻度

と発生可能性の観点から特に重要なリスクを特定しました。特定した重要人権リスクについては、

人権リスクレビューのプロセスの一環として、有識者対話を実施するなど、ステークホルダーと

の対話・意見収集を毎年実施し、その結果を踏まえた定期的な見直しを行っています。

お取引先さまアンケートと直接対話
デュー・ディリジェンスの一環で、毎年

「サステナブルなサプライチェーン方針」

に関する取り組み状況をモニタリングする

アンケート調査を実施し、リスク評価を行っ

ています。2022年より3年間で主要なお

取引先さまのうち概ね8割へ実施していま

す。リスクが高い可能性のあるお取引先さ

まに対しては直接対話を実施し、アンケート

結果に関する取り組み状況のヒアリングお

よび、人権・ガバナンス・環境についての

取り組みや課題について対話をしています。

1   安全性の確保とサービス・品質の向上
2  各種法令等の遵守
3   人権・労働環境への配慮 ◯1 人権
3   人権・労働環境への配慮 ◯2 労働
4  公正な取引の徹底

5   環境への配慮
6   適切な情報の管理
7  BCPの構築
8  地域社会への貢献
9  協力事項

 お取引先さまアンケート結果から見た
領域別対応状況

総合

2

3◯1

3◯2

1

2

3

3

20
40
60
80
100

4

9

8

7

6

5

※国連指導原則に基づき、「発生可能性」よりも「深刻度」に
重きを置いて評価。

1  深刻な形態の強制労働・奴隷労働、児童労働
2  下請建設会社等内における安全・衛生の欠如、 
深刻な形態の強制労働・奴隷労働、児童労働

3  健康や安全の侵害
4  人身取引等への間接的な加担
5  従業員間でのパワーハラスメント
6  労働環境における安全・衛生の欠如
7  長時間労働・過重労働
8  賃金の不足・未払い
9  自社サービス提供時の顧客（消費者）への差別的対応
10  個人情報流出によるプライバシー侵害

重要な
人権リスク※

度
刻
深

発生可能性

い
高

高い

4 1 32

10
7

9
6

8
5

·実施年月：2025年11月～2026年1月  ·設問数：66問  ·対象社数：105社  ·回答率　93％お取引先さまアンケート

お取引先さま向け動画研修の実施
直接対話をきっかけとして人権教育の重要性を再認識したこ

とから、2025年度には、従業員およびお取引先さまへの周知
を目的として「ビジネスと人権」に関する研修動画（日本語・英
語）およびハンドブックを作成し、展開しています。

苦情処理メカニズム
当社では内部通報窓口を設置しています  P.61 。社内のほかに弁護士事務所にも窓口があり、

当社および連結子会社の従業員（取引先を含む）などからの通報・相談に対応しています。また、

お客さまからのご意見・ご相談は東急お客さまセンターにて対応しています。

©rawpixel/123RF.COM

https://tokyu.disclosure.site/ja/214/
https://tokyu.disclosure.site/ja/117/
https://tokyu.disclosure.site/ja/117/
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脱炭素・循環型社会 ［ 環境ビジョン ］
環境と調和する街の実現に向けて、「環境ビジョン2040」を策定しました。
「なにげない日々が、未来をうごかす」をコンセプトに、お客さまをはじめとするパートナーと連携し、持続可能なまちづくりを進めてまいります。

環境ビジョン2040
加速する環境課題に対し、脱炭素・循環型社会を実現し住

み続けられるまちづくりを進めるため、2022年に環境目標お

よび具体的な行動を定めた「環境ビジョン2030」を策定しま

した。2025年、当初の目標を上回るペースで進捗している

ことから、さらに取り組みを加速させるため、「環境ビジョン

2040」として目標のアップデートを行いました。ステークホ

ルダーの皆様とのパートナーシップを通じて、「環境と調和す

る街」を目指しています。

環境と調和する街のイメージ
国際/国内基準に照らし合わせ、脱炭素・循環型社
会、そしてネイチャーポジティブな社会に向け目標
を掲げ取り組んでいきます

街への
取り組み

街の皆様との取り組みで、当社だけでは実現できな
い広範囲、かつ多くの皆様に参加していただける取
り組みを推進していきます

環境と
調和する街

「環境と調和する街」の実現、そしてそのグッドプラ
クティスを海外のまちづくりにも生かし、地球規模
での「環境と調和する街」づくりを推進していきます

自社の
取り組み

目標と進捗
「環境ビジョン2040」では、「自社の取り組み」と「街への取り組み」が作用して、「環境と調和する街」が実現するという考えのも

と、「自社の取り組み」としてGHG排出削減、再エネ比率、廃棄物・水使用量の目標を更新したほか、「街への取り組み」として、新

たに3つのモニタリング指標を設定しました。

指標
目標 実績

2030年度 2035年度 2040年度 2050年 2025年度

自社の
取り組み

GHG排出量〔Scope 1, 2〕※1 55%削減 60%削減 73%削減 実質ゼロ 45.5%削減
GHG排出量〔Scope 3〕※1 35%削減 45%削減 55%削減 ― 32.2%削減
再エネ比率 60%以上 70%以上 80%以上 100％（RE100） 62.3%
廃棄物量（収益原単位）※1 20%削減 25%削減 30%削減 ― 19.6%削減
水使用量（収益原単位）※1 20%削減 25%削減 30%削減 ― 17.6%削減

街への
取り組み

「美しい時代へ みらいアクション」指標 モニタリング指標 31.0%
東急線によるGHG排出削減貢献量 モニタリング指標 256万t-CO2e※2

『みど＊リンク』アクション指標 モニタリング指標 168団体※3

※1 削減率の基準年度は2019年度としています　※2 2024年度からの累計　※3 延べ支援団体数。参加者数のモニタリングと開示は2026年度より実施予定

「美しい時代へ みらいアクション」指標
SDGsのその先の明るい未来へ向け、

東急線沿線や街の皆さまと一緒にサステ
ナブルアクションを推進しています。5つ
のアクションテーマに沿った情報発信やイ
ベント開催などを進めています  P.70 。

美しい時代へ

東急線によるGHG排出削減貢献量
東急線は2022年度より、全路線実質再
生可能エネルギー100％で運行しています。
この指標を示すことで、街の皆さまの環境
意識の向上や、環境負荷の低い移動への行
動変容を後押しすることを目的としています。

『みど＊リンク』アクション指標
1972年に開始した「東急沿線グリーニ

ングキャンペーン」から進化した活動。東
急線沿線のまちづくり・緑化活動の支援を
行っています。参加者数と延べ団体数を開
示・発信することで、街の緑化活動への関
心を持っていただくことを目的としています。

街への取り組み

「環境ビジョン2040」の詳細は 
Webページをご参照ください。

  https://tokyu.disclosure.site/ja/135/

https://tokyu.disclosure.site/ja/135/
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脱炭素・循環型社会 ［ 脱炭素社会 ］
環境ビジョン2040に掲げる目標に向かい、脱炭素移行計画を定め、取り組みを進めています。今後の進捗や社会の情勢を踏まえながら、意欲的に推進してまいります。

目標と進捗
当社グループの2025年度のGHG

排出量の内訳は右記の通り、Scope 

1, 2が16.5%、Scope 3が83.5%を

占めています。Scope 1, 2は、2025

年度351千t-CO2eとなり、2019年度

から45.5%削減となりました。再生可

能エネルギーの積極的導入などによ

り、GHG排出量の削減は計画を上回

るペースで着実に進んでいます。

Scope 1, 2, 3のGHG排出量の内訳（連結）
Scope 1

6.9%

その他 Scope 3
7.1%

〈カテゴリ3〉
Scope 1, 2に
含まれない
燃料及び
エネルギー活動
8.3%

〈カテゴリ2〉
資本財
31.6%

Scope 2
9.6%

Scope 3
83.5%

〈カテゴリ1〉
購入した

製品・サービス
36.5%

Scope 1, 2, 3
排出量

2,129千t-CO2e

Scope 1, 2  Scope 1, 2のGHG排出量の推移（連結）

45.5%削減

0
100
200
300
400
500
600
700

55%削減

（千t-CO2e）

20212020 2022 2023 2030
（目標）

（年度）2019
（基準年度）

644
570 564

406

2024 2025

378 351371

〈主な実績〉
·東急線全線再生可能エネルギー由来電力100%
の運行

·全事業における省エネの取り組み 
（消費電力量2019年度比8.1%減）
·不動産賃貸事業における当社所有物件の電力を

100%実質再エネ化 ※一部物件を除く
〈今後の取り組み〉
·各事業における再生可能エネルギーのさらなる
導入

·施設・設備の省エネ化、代替エネルギー利用の推進

Scope 3  Scope 3のGHG排出量の推移（連結）
32.2%削減

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

35%削減

20212020 2022 20232019
（基準年度）

2,622
2,179 2,225 2,332

2024 2025

1,635 1,778
1,522

（千t-CO2e）

2030
（目標）

（年度）

〈主な実績〉
·不動産賃貸事業における当社所有物件について、 
テナント専用部の電力も100%実質再エネ化 
※一部物件を除く（カテゴリ13）

·電力小売り事業にて家庭用供給電力を実質再生
可能エネルギー電気100%にて提供（カテゴリ3）

·実質再生可能エネルギー100%利用の分譲マン
ション（ドレッセシリーズ）の販売（カテゴリ11） 
※一部物件を除く

〈今後の取り組み〉
·サプライチェーンの取り組みによる、取引先から 
調達する製品・サービスや設備導入時等の低炭
素化（カテゴリ1, 2）

脱炭素移行計画
気候変動による事業への影響を想定し、TCFD提言に基づき、リスクと機会への対応につい

て、事業戦略と一体となり取り組み・開示を行っています。2050年までにRE100を達成するこ

とを目標に、段階的に目標を定めており、目標達成に向け着実に取り組みを進捗しています。

CO2換算エネルギー構成（Scope 1, 2）
2019年（基準年）

排
出
量
０

電力
（CO2排出を含む）

ガソリン・都市ガス 等

2030年

再エネ由来電力

ガソリン・都市ガスの電化

省エネルギー

再エネ由来電力

省エネルギー

カーボンオフセット

電力
（CO2排出を含む）

ガソリン・都市ガス 等

2050年

ガソリン・都市ガス 等

代替エネルギー
（バイオ燃料・水素 等）

GHG排出量
55%削減

GHG排出量
実質ゼロ

電力の
再エネ比率
60%以上

電力の
再エネ比率

100%

主な施策 調達

ア
ク
シ
ョ
ン

交通 Green Transport 再エネ100%輸送、省エネ技術、 
新創エネ技術

サステナビリティ・ボンド 
2020年度～2022年度 累計500億円
グリーン・ボンド 
2024年度～2025年度 累計700億円
サステナビリティ・リンクボンド※ 
2022年度 100億円
サステナビリティ・リンクローン※ 
2021年度～2025年度 累計669億円 等

不動産 Green Building 専用部含む再エネ100%導入前倒し、
CPPA契約拡大、環境認証取得

生活サービス Eco-friendly 
Lifestyle

省エネ技術、オンサイトPPA、資源循環、
施設への再エネ導入ホテル・リゾート

その他 Green 
Infrastructure

発電事業、インフラファンド事業、
蓄電池を利用した電力需給調整

※GHG排出量削減目標をSPT（サステナビリティ・パフォーマンス・ターゲット）に設定

サステナブルファイナンスの実施
2026年3月、「環境ビジョン2040」に基づくサステナビリティ・リンク・ローンとして初めて、

日本政策投資銀行と「DBJ－対話型サステナビリティ・リンク・ローン」契約を締結しました（借

入額：138億円）。※2025年度のScope 1, 2、Scope 3（カテゴリ1､ 2､ 3､ 11､ 13）は、LRQAリミテッドによる第三者保証を予定。

脱炭素計画の詳細はWebページをご参照ください。
 https://tokyu.disclosure.site/ja/183/

https://tokyu.disclosure.site/ja/183/
https://tokyu.disclosure.site/ja/183/
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TCFD提言への対応の詳細はWebページをご参照ください。
 https://tokyu.disclosure.site/ja/183/

脱炭素・循環型社会 ［ 脱炭素社会 ］

気候変動による事業への影響を想定し、リスクと機会への対応について事業戦略と一体化していくための取り組みと開示を行っています。

重要な移行・物理リスクと対応

分類 リスクの内容 対象期間※1

事業区分
影響度※2

（2030年時点） リスク管理・今後の対応
交通 不動産 生活

サービス
ホテル・
リゾート

移行リスク
（1.5°Cシナリオ）

·電力コスト、炭素税の増加 中・長期 ○ ○ ○ ○ 中～大 ·自家発電（太陽光発電や蓄電池）の導入に向けた検討の推進
·再生可能エネルギー調達・導入に向けた検討の推進
➡東急線全路線再エネ運行（2022年4月～）
➡不動産賃貸事業における当社所有物件は2024年度に実質再エ
ネ100%導入達成。新築物件は再エネ導入を基本仕様とする。
※一部物件を除く

·省エネ技術開発による二重投資
·ZEB化・EVバス導入による 
コスト増加

中・長期 ○ ○ ― ― 中

·水害多発エリアからの顧客の 
流出、資産保有機運の低下 短・中・長期 ― ○ ― ― 小

物理リスク
（4°Cシナリオ）

·災害激甚化に伴う施設被害による 
サービス停止、改修コスト増加、 
顧客流出・減少、保険料増加

短・中・長期 ○ ○ ○ ○ 小～大
【既存対策】
·施設の浸水防止対策 ·法面崩落対策
·車両避難訓練 ·電源設備の強靭化
【今後の取り組み】
·浸水防止対策の高度化、アセットオーナーとの協働
·高リスク物件の用途・保有の見直し
·法面崩落対策の継続推進
·事業間連携による浸水回避・軽減策の推進
·災害発生時の危機管理本部との連携・訓練の実施
·構造改革の実施による損益分岐点の引き下げ

·気温上昇に伴う都市環境の変化 中・長期 ○ ○ ○ ○ 小

·新型感染症発生による 
輸送人員・利用者の減少 短・中・長期 ○ ― ○ ○ 小～大

分類 機会の内容 対象期間※1

事業区分
影響度※2

（2030年時点）交通 不動産 生活
サービス

ホテル・
リゾート

機会
（1.5°Cシナリオ）

·輸送効率優位性による利用者の増加※3 ·平均気温上昇による需要の変化
·被災リスク低エリアへの顧客流入 ·ステークホルダーの環境意識向上

中・長期 ○ ○ ○ ○ 中

·自己投資による発電事業や省エネ、技術開発
·インフラファンドを通じた再エネ発電所の開発投資

中・長期 ○ ○ ○ ○ 中

·新しい生活様式を見据えた運賃収受施策の多様化 短・中・長期 ○ ― ― ― 大

·CO2排出権売買等の制度導入による事業収支向上・物件価値向上 中・長期 ― ○ ― ― 小

·ZEB化およびZEH化環境配慮物件への需要の増加 中・長期 ― ○ ― ― 小

·「環境と調和する街」「世界が憧れるまちづくり」の実現による顧客や顧客生涯価値（LTV）の増加 短・中・長期 ○ ○ ○ ○ 大

重要な機会

重要なリスクと機会の分析の前提
※1 対象期間：短期／2年以内、中期／3～5年、長期／6年以上
※2 影響度：大／50億円以上、中／50億円未満（10億円超）、

小／10億円以下
※3 東急線全路線再生可能エネルギー由来の電力100%で

の運行など
※分析の前提（シナリオ）：【リスク分析】4°Cシナリオ（物理的
影響）および1.5°Cシナリオ（移行影響） 【機会分析】1.5°C 
シナリオ（省エネ技術開発、環境意識向上、環境配慮物件
への入居志向向上など）
▪財務影響の算定根拠（リスク）：炭素税等の政策動向、河川
氾濫等の最大浸水深、電力使用量、および新型コロナウイ
ルス感染症による影響などをベースに算定。
▪財務影響の算定根拠（機会）：省エネ技術開発や新造車両へ
の代替、太陽光発電によるコスト削減に加え、公共交通利用
の増加、環境配慮物件の賃料上昇、顧客生涯価値（LTV）
の増加などを見込み算定。
▪算出の不確実性と前提：連結への影響度は、発現状況や前
提条件の変化により想定影響額が変わる可能性があること
から、幅をもって想定。

水害に強く安全・安心なまちづくりの実現へ向けて
近年増加している集中豪雨による浸水対策として、渋谷
駅東口広場の地下約25mの深さに、約4,000m3の雨水を一
時的に貯水できる渋谷駅東口雨水貯留施設の整備が2020
年に完了しました。1時間当たり50mm以上の強さの雨が
降った際でも、雨水貯留施設に雨水を溜め、天候の回復後
に排水することで、都市機能の麻痺や地下鉄、地下街への
浸水を防ぎ、被害を軽減させる取り組みを行っています。
また、大雨による浸水から来街者の安全を守るには、設
備の整備に加え、施設や組織の垣根を越えた日頃からの
連携が重要になるとの考えから、2026年7月「渋谷駅東
口地下広場 合同浸水対策訓練」が渋谷駅東口地下広場で
開催され、当社含む関係者約30人が参加し、管理主体の
垣根を越え、避難誘導や浸水対策の手順を確認しました。
車いす利用者や外国人の誘導、通信が混雑した際の情報
共有など、実際の災害に近い状況での訓練を行い、いざ
という時に来街者をより安全に誘導するため、周辺施設同
士が日頃からの連携をさらに深めることの重要性を改めて
確認する場にもなりました。

Pick Up

https://tokyu.disclosure.site/ja/183/
https://tokyu.disclosure.site/ja/183/
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特集  脱炭素社会の実現に向けた“創エネ”と“蓄エネ”

 再エネを利用する
2022年度からは東急電鉄が東急線全線で、2024年度には

当社が所有する賃貸不動産※1で、使用する電力を実質再エネ

100％とするなど、グループ全体で再エネの利用を拡大してい

ます。これらの取り組みにより、2025年度の当社グループの

再エネ比率は62.3％となり、2030年度目標の60％を上回り

ました。今後は、再エネの利用拡大に加え、自ら再エネを創る

取り組みを推進します。
※1  ホテル・住宅物件、当社がエネルギー管理権限を有しない一部の共同事業物
件を除く

再エネ比率の推移（連結）

環境ビジョン2040のアクション11（脱炭素社会）
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 再エネを創る
当社は、太陽光発電所などの開発に関与し、追加性※2のあ

る再エネの普及を推進しています。2024年度からは、当社

が開発に関与した発電所由来の再エネを、東急パワーサプラ

イを通じてグループの各施設へ供給しています。こうした再

エネを自ら創り、供給し、利用する「自産自消」を拡大するこ

とで、長期固定価格での調達を通じた電力価格変動リスクの

抑制も図りながら、当社グループの事業基盤を生かした脱炭

素化を進めます。
※2  新たな再エネ設備の増加に貢献することを示すもの

“自産自消”の取り組み 
～東急線の再エネ100%運行に、追加性のある再エネを導入～

当社は、東急電鉄、東急パワーサプライおよび東北

電力と連携し、コーポレートPPA※3を活用して、当社

が開発に関与した発電所由来の再エネを東急線へ供給

しています。当社などが出資する発電事業会社を通じ

て、国内各地に合計約98MWの太陽光発電所を新設し、

2026年度から25年間にわたり電力を供給します。発

電所は順次稼働し、2028年度には、東急線の運行に使

用する電力の約3割（大手民鉄の中で最も高い導入比

率※4）に相当する年間約1.1億kWhを供給する予定で

す。これにより、東急線全線の実質再エネ100％運行

を継続しながら、使用する再エネの一部を新設発電所

由来の電力に置き換え、新たな再エネ電源創出に貢献

するとともに、脱炭素化を一層推進します。
※3  電力購入契約：企業が再エネを発電事業者から長期固定価格で購入
する契約

※4 東急電鉄調べ（2026年3月時点） 

東急線の運行における環境価値の調達（イメージ）

2022年度～
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道
の
電
力
使
用
量

継続

2028年度

鉄道運行に
かかる電力

小売電気事業者
が提供する
再エネメニュー
トラッキング付
非化石証書

小売電気事業者
が提供する
再エネメニュー
トラッキング付
非化石証書
約7割

2
0
2
6
年
度
か
ら

段
階
的
に
拡
大

2
0
2
6
年
度
か
ら

段
階
的
に
拡
大

コーポレート
PPAによる
再エネ調達
約3割

 再エネの有効活用を支える「蓄エネ」
国内では太陽光などの再エネ導入が進む一方、発電量の変

動に伴う需給調整や、電力系統の安定運用が社会課題となっ

ています。当社と東急パワーサプライはこの課題に対応する

系統用蓄電所事業を推進しています。2026年4月には、東京

都の「再エネ導入拡大を見据えた系統用大規模蓄電池導入支

援事業」に採択されました。両社は総額約140億円を投資し、

2027年度までの全蓄電所の稼働開始を目指します。再エネ

の余剰電力を蓄え、電力需給のひっ迫時などに放電することで、

電力需給の安定化と再エネの有効活用に貢献します。

系統用蓄電所の仕組み
需要家

再エネ発電所 系統用蓄電所

系統網

出力抑制 発電 充電 放電

当社グループは、「環境ビジョン2040」の「アクション
11」において、「再エネを利用する」「再エネを創る」を
掲げています。再エネの利用に加え、創出した再エネを
グループ内で供給・利用する「自産自消」や、再エネの
有効活用を支える「蓄エネ」へと取り組みを広げています。

省エネ・
エネルギー
マネジメント

再エネを
利用する

再エネを
創る 街の脱炭素

Pick Up
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脱炭素・循環型社会 ［ 循環型社会／生物多様性 ］
「環境ビジョン2040」で設定した目標達成に向け、取り組みを進めています。
生物多様性においては、TNFDレポートを発行し、当社事業におけるリスクと機会を分析、目標の設定をしています。

廃棄物量削減の取り組み
廃棄物量削減に向け、東急ストアでは、食品廃棄物の削減に努めており、需要予測発注シス

テムによる発注精度の向上、食品廃棄物の有価物化などに取り組み、2025年度の食品廃棄金

額は、2019年度比で49.6%削減しました。

生物多様性TNFDへの取り組み
当社は、TNFD提言のフレームワークに沿い、「ガバナンス」「戦略」「リスク管理」「指標と目

標」の4項目に基づき、自然資本に配慮した経営を推進しています。当社および連結子会社の

各事業における自然への依存と影響を分析したうえで優先拠点を特定し、当該拠点のリスク・機

会と対応策、指標と目標（全社）を設定しています。

TNFD提言によるLEAPアプローチとSBTN※1の5ステップに準拠し、ガイダンスによる標準的

データセットと、（株）バイオーム所有の生物多様性ビッグデータを活用し、重要項目を特定。特

定した重要な「生態系サービス」と「影響要因」を評価する「自然資本メトリクス※2」により、4

事業648拠点について、評価・分析し、優先エリア・拠点を抽出し、目標の設定を行いました。

また、東急線沿線の生物多様性に目を向けるきっかけとして、（株）バイ

オームと共同で当社および連結子会社従業員向けの東急線沿線いきもの

探しイベントを実施しました。
※1 SBTN：Science Based Targets for Nature 企業の事業活動による自然資本への影響を
情報開示するための、科学的根拠に基づいた目標設定フレームワーク

※2  「自然資本メトリクス」：自然の状態に関する測定可能でパフォーマンスや成果を評価する指標水使用量削減の取り組み
水使用量削減に向け、当社が渋谷で運営するオープンイノベーションラボ「SOIL」に、複合

発酵技術を活用した水循環システムを2025年4月に導入しました。本施設での導入を通じ、導

入施設の環境に応じて循環量の調整を柔軟に設定できるシステムの構築を目指しています。

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

0

1

2

3

4

5

20252019
（基準年）

（t） （t/億円）

3.48

43,145 37,807

2040
（目標）

（年度）

3.03

4.33 交通 8.3%

不動産
16.0%

ホテル・
リゾート
17.2%

生活サービス
58.5%

廃棄物量

37,807t

4,000

2,000

0

6,000

8,000

10,000

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

20252019
（基準年）

（千m3） （千m3/億円）

0.70

8,497 7,623

2040
（目標）

（年度）

0.60

0.85

不動産
15.3%

交通 12.6%

生活サービス
29.1%

水使用量

7,623千m³

ホテル・リゾート
42.9%

特定した優先エリア 特定した優先拠点（2拠点）

指標と目標

廃棄物量と収益原単位の推移 2025年度廃棄物量内訳（連結）

水使用量と収益原単位の推移 2025年度水使用量内訳（連結）

■  廃棄物量（左軸）　● 収益原単位（右軸）

※2025年度の水使用量（井水を除く）は、LRQAリミテッドによる第三者保証を予定。
■  水使用量（左軸）　● 収益原単位（右軸）

4事業648拠点を4つのエリアに分類
A： 自然・防災両立型重点エリア
B： 自然共生・発信型エリア
C： レジリエンス対応型エリア
D： 観察・維持管理型エリア

生物多様性への対応の詳細については、
2025年9月発行の「TNFDレポート」を 
ご参照ください。

  https://tokyu.disclosure.site/ja/204/

①二子玉川ライズおよび多摩川周辺拠点 ②宮古島東急リゾートおよび周辺拠点

生物多様性喪失の5大要因 概要
1.  土地・海洋利用変化 法規制を遵守した環境影響評価の実施／環境認証の取得
2.  気候変動 脱炭素目標  P.42

3.  汚染 廃棄物削減目標  P.42  ／法規制順守／3Rの推進
4.  自然資源の搾取 水使用量削減目標  P.42

5.  侵略的外来種 地域在来種・固有種に配慮した植栽／環境影響評価／環境認証の取得

https://tokyu.disclosure.site/ja/204/
https://tokyu.disclosure.site/ja/204/
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知的資本 ［ まちづくりを支える知見／DX戦略 ］
各事業分野の知見、オープンイノベーションや実証実験を通じた新たな機会に、デジタルを活用して、魅力的なまちづくりを支えています。

DX戦略の詳細は「DXレポート」をご参照ください。
 https://www.tokyu.co.jp/company/news/pdf/20250514_tokyudxreport_t.pdf

知的資本についての考え方
当社は創業以来、公共交通の整備を含めた都市開発を通じて、地域と共に

「まちづくり」を進めてまいりました。街の形をつくり上げた後も、長年かけ

てそこに住む人や訪れる人たちのために何が必要かを考え続けることで「美し

い生活環境の創造」を目指す。それが、創業以来変わらない当社グループの

まちづくりの姿勢です。当社では、さまざまな事業で蓄積した知見、エリア価

値向上の事業ノウハウ、また東急総合研究所を中心とした沿線のリサーチ・分

析による「知見の蓄積・活用」と、「東急アライアンスプラットフォーム」などの

オープンイノベーション制度や数多くの実証実験による「新たな知見の獲得」

に、DX戦略を掛け合わせ、「個性的で魅力的なまちづくり」を実現しています。

個性的で魅力的な
まちづくり

新たな知見を
獲得し

ビジネス機会に
つなげる

リサーチ・分析

さまざまな
業種の知見

エリア価値向上の
事業ノウハウ

オープン
イノベーション

実証実験

リアル＋デジタルの
融合による価値創出

DX戦略DX

知見の
蓄積と活用

DX戦略
当社が目指すＤＸは、移動や買い物といった日々の生活からライフステージのあらゆる場面において、事業の枠組み

を超え、リアルサービスにデジタルを自在に組み合わせた、「シームレス」で「より快適かつ楽しい」体験をお客さまに

提供することです。その実現を支える仕掛けとして、変化に迅速に対応できるデジタル・IT環境の整備を推進するとと

もに、全従業員がデジタルリテラシーと創造性を高める取り組みを行っています。

 事業・業務 デジタル・データを積極的に取り入れて

A  業務プロセスの改革
〈従業員〉

業務の効率化・高度化を目指し
自らの業務を変えていく

B  事業の深化・高度化
〈個別事業〉

お客さまをよく知り、業種業態の 
特性も踏まえて、各事業を最適化する

C  新たな行動価値の提案
〈グループ事業横断〉

グループシナジーを最大化し、 
お客さまに新たな発見・楽しさを提案する

組織・人材

1  オープン&アジリティ思考の醸成〈行動・風土〉
柔軟かつ受容的な姿勢で、成功／失敗から学び、新しい挑戦を楽しんで分かち合う

2  デジタル活用人材の創出〈人材・スキル〉
デジタル技術の特性を知り、データやツールを事業成長・業務改善に活かす

デジタル・IT環境
3  次世代DX基盤の整備〈デジタル・IT環境〉

リスクを減じ、機動性・拡張性・持続性をもって事業活動を安定的に推進できる環境を整える

生成AI等のデジタル技術による価値創造の取り組み
DX戦略を実現するため、お客さま向けのスマホアプリや基幹システム

の進化とともに、従業員自らが生成AIや市民開発ツール（従業員自らに

よるアプリ開発）などを積極的に活用・開発できるように、専用環境やセ

キュリティルールを整備し、安全性を徹底しながら、進めています。

目覚ましい生成AIの進化に合わせて、社内業務の生産性向上・業務効

率化に留まらず、今後のAIエージェント（自律行動型AI）構築の自由度

向上などを見据えながら、提供サービスや業務の自動化などにも、幅広

く活用・挑戦してまいります。

こうした取り組みの先にあるのは、業務知見を有する一般の従業員自

身がデジタル技術を使いこなし、そこから生まれたゆとりと時間を、お客

さま一人ひとりに寄り添う創造的な活動へと注ぎ込んでいく姿です。従

業員のデジタル技術活用力を、お客さまへの価値提供・より質の高い顧

客体験へと変換してまいります。

https://www.tokyu.co.jp/company/news/pdf/20250514_tokyudxreport_t.pdf
https://www.tokyu.co.jp/company/news/pdf/20250514_tokyudxreport_t.pdf
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知的資本 ［ DX戦略 ］

デジタルを通じたグループシナジー強化
地域コングロマリットとしての強みを「お客さまの

人生の豊かさ」へと高めていくため、グループ共通

の「TOKYU ID」によるサービス間連携を進めていま

す。各サービスの個性を活かしつつお客さまから見た

一体感と利便性を向上させるとともに、事業の枠を超え

た「連続性のある行動データ」に基づいてお客さま一人

ひとりのライフスタイルやニーズをより深く理解し、日

常の行動に沿って最適化された「シームレスで快適な体

験」を事業横断的に提供していきます。グループ内の

サービス回遊を自然な形で促進することで、LTV（顧

客生涯価値）の向上と、沿線地域および当社の持続的

な成長の実現を目指します。

ロードマップ ― City as a Service※構想の実現に向けた5段階のフェーズ

顧
客
充
足
度

＋
▲

▲ 現在 2030年頃

Phase1
リアルとデジタルの
体験を融合

Phase2
各社をまたがる
デジタルサービス

リアルビジネス・経営へのインパクト

「事業横断のCX向け
デジタル共通基盤」 
の完成

Phase3

City as a Service
構想の実現

Phase5

「CX向けデジタル共通基盤」の本格稼働

デジタル充足度

Phase4
•新規ビジネスの創出
•オープンプラットフォーム化
•地域自治体との連携

Phase1 Phase2 Phase3 Phase4 Phase5

お客さま
の体験

主要サービスの
デジタル体験が充実

サービス間が
デジタル上で連携され、

リアルでも相乗効果を得られる

職住遊における
リアルの価値がデジタルにより 
十分受け取ることができる

事業を横断したサービスが 
パッケージ化され、自分に合った
サービスとの出会いが増える 
（素敵な偶然との出会い）

沿線で暮らす全ての
人の暮らしがスマートに

当社
グループ

各社サービスの
デジタル強化

各社をまたがるデジタル開発
（グループ間連携の 
デジタルサービス）

デジタルインフラのグループ共有化
（グループ全体でリアルと 

デジタルが連動）

リアル・デジタルを融合した 
取り組みをグループ横断で推進

スマートシティ構想の促進、 
業界の第一線でサービスを提供

TOKYU IDによるグループ間連携
2026年2月、TOKYU POINT・TOKYU CARD会

員さま向けポータル「Tokyu Plus」をリリースしまし

た。TOKYU IDのパスキー認証により、強固なセキュ

リティと利便性を両立しています。事業横断のTOKYU 

IDと地域密着のTOKYU POINTが強固に連携する本

サービスは、沿線生活を豊かに変革する転換点です。

また、当社グループのサービスを暮らしの一部としてお

届けすべく、アプリ限定優待や情報発信を強化しました。

2026年4月には会員ランクに応じた「TOKYU POINT

プログラム」も開始し、体験価値向上とLTV最大化を図

ります。

TOKYU ID 連携状況
連携済サービス

交通
・QSKIP
・東急線アプリ、TOQ COIN
・Q SEAT

不動産 ・TOQ pass
生活
サービス ・Tokyu Plus（TOKYU POINTプログラム）

他 ・株主さま専用マイページ

DX委員会（組織横断の共創体制）
経営トップのリーダーシップのもとDX戦略を推進する体制として、「DX委員

会」を設置しています。経営者・事業部門・DX推進組織が一体となり、組織横

断的に連携・共創する枠組みです。重要方針の決定や情報共有を適切に行い、

全社一丸となって変革に取り組んでいます。

経営トップ

共創

連携

各事業
各社・
各部門（ ）

DX推進組織
デジタル
プラット
フォーム（ ）

DX委員会

2025年度 
開催回数 3回

DX委員会 
審議内容

· 生成AI活用の方向性および
活用状況

· グループ内好事例の共有
· TOKYU POINT新制度に 
関する共有

· DX推進組織の実績と課題

※長期経営構想（2019年9月）にて当社が示した、2050年ビジョンを実現するための、2030年目線でのリアル・デジタルが融合されたまちづくりDXの世界観
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情報セキュリティ
デジタルテクノロジーの急速な発展などの外部環境変化を踏まえ、ITセキュリティの確保をリスク管理の重要な要素と位置付け、
当社グループ全体で情報セキュリティ強化に取り組んでいます。

ITセキュリティ対策基本方針
当社のITセキュリティ対策は、「 ITセキュリティ推進体制」のもと、技術・人・組織の3つの観

点で対策を推進し、総合的なセキュリティレベルの向上を図ります。

技術的対策 ▪「外部からの侵入」対策の徹底 ▪多層防御化を図りリスクを低減

人的対策 ▪標的型攻撃メール訓練等の実施 ▪各種セキュリティ教育の実施

組織的対策 ▪規程や統制ルールの整備 ▪ガイドライン徹底によるガバナンス強化

ITセキュリティ推進体制図

取締役会

連結子会社
外部委託先等

経営会議

ITセキュリティ全体統括責任者

ITセキュリティ部門統括責任者

CSIRT
（事故予防・対応支援）

ITセキュリティ推進事務局

（戦略立案、施策の企画・）推進・実行）

ITセキュリティ責任者／
ITセキュリティ推進者

検証・監督

審議・意思決定

事故／異常予防
異常時対応支援

施策推進支援

管理・監督・支援

連携

連携

指示

連携

連携

報告

連携

報告

報告

管理・監督

コンプライアンス・
リスクマネジメント

委員会

連携

報告

報告

監査・助言

監査・助言
内部監査室

「東急連結グループCIO委員会」
「情報セキュリティ窓口担当者会議」

取り組み事例

■技術的対策強化
24時間365日にわたる通信の監視等に加え、多様なデバイス・働き方への対応、クラ

ウドシステムの利用拡大への対応のため、ゼロトラスト型環境への移行を進めています。

■人的対策強化
eラーニングによる各種ITセキュリティ教育や標的型メール訓練等による従業員へのIT

セキュリティに関する啓蒙活動を実施しています。また、経営層を対象とした大規模なシ
ステム障害等を想定したインシデント対応訓練を実施しています。

■組織的対策強化
当社グループにおける情報セキュリティに関するルールであるガイドラインについて、

従業員へ周知・浸透活動、運用ルールの徹底活動等により、当社グループ全体のセキュ
リティガバナンス強化を進めています。

■当社グループ内の連携・共通施策
各社の情報部門責任者が参加する「東急連結グループCIO委員会」や各社の情報部門の

担当者が参加する「情報セキュリティ窓口担当者会議」を定期・随時に開催し、ITセキュリ
ティに関する最新世間動向や施策事例の共有などを通じて、関係者間の連携を図っています。
当社はITセキュリティと利活用への利便性向上の両側面強化を目的に、共通環境・共

通施策の導入・展開を進め、当社グループがDX推進に向けて安心して利用できる情報セ
キュリティ環境を整えています。

主な
共通施策

·グループ共通ITインフラ環境（ ITシェアードサービス）
·攻撃者視点で監視するツール（ASM※）の利用
·標的型攻撃メール訓練等の訓練・教育・啓蒙活動　等

※ASM：Attack Surface Management
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地域社会・お客さま
共創・対話
の機会 ▪行政とのまちづくり協定　▪エリアマネジメントへの参画や支援　▪民間事業者公募への応札　▪商店街、住民、NPO等の地域コミュニティーとの対話　▪各種社会貢献活動　▪刊行物や企業Webサイト 等

取り組みの
事例

東急グループは、2027年3月から開催される「GREEN×EXPO 2027
（ 2 0 2 7年国際園芸博覧会）」に出展します。出展施設名は「とうきゅう
グループ館」、テーマは「GREEN LIFESTYLE 2050“種から育み、つ
ながる未来”」です。環境配慮を日々
の暮らしやまちづくりの中に自然に根
づくものとして捉え、自然と都市が融
合する新しいライフスタイルを提案し、
2050年に向けた持続可能な都市生
活のあり方を示します。本博覧会へ
の出展を通じて、東急グループ一体
となって存在理念である「美しい生活
環境を創造し、調和ある社会と、一人
ひとりの幸せを追求する。」を発信す
るとともに、次世代の暮らしを来場者
の皆さまとともに育んでいきます。

©Expo 2027

「GREEN×EXPO 2027」公式ロゴマーク

「種」を表現した「とうきゅうグループ館」 
イメージパース

「とうきゅうグループ館」  https://tokyugroup-greenexpo2027.jp

地域コミュニティアプリ「common」は、持続可能なまちづくりの
実現に向けて2021年より提供を開始したサービスです。まちの情報
共有・不要品の譲渡・相談・スポット登録の4つの機能を備え、累計
ダウンロード数は2026年3月末に25万件、2025年度の年間コミュ
ニケーション数は120万件を超えるなど、住民間で助け合う自律的な
コミュニティを醸成しています。2025年6月には世田谷区と連携協
定を締結し、区民向けの地区情報発信ツールとして導入し、区民のま
ちづくりへの参加・協働の促進およびコミュニティの活性化を目指
しています。将来的には、まちの
中にあるあらゆるサービスとつな
げることで、一人ひとりのライフス
タイルに応じた地域内のさまざま
な生活シーンを支える「生活基盤
プラットフォーム」となることを目
指しています。 「common」アプリ画面

common  https://www.common.tokyu.co.jp/

当社は時代とともに地域に根差したまちづくりを行っています。
2012年に横浜市と「次世代郊外まちづくり」の推進に関する協定を

締結し、産学公民連携による住民参加・課題解決型のまちづくりを推進
しています。2015年に川崎市と「東急沿線まちづくり」に関する包括
連携協定を締結し、2022年には多摩田園都市エリアにおいて生活者起
点で取り組む新たなまちづくり「nexus構想」を始動させるなど、当社
が築いてきた行政や地域との関係性を活かした活動を展開しています。

「次世代郊外まちづくり」
まちに関わる人々や子育て関係者をつなぐ取り
組み「ファミリーリソースプロジェクト」の様子  

「nexusチャレンジパーク早野」
地域住民や企業、学生など多様な主体が集い、
新たなつながりや挑戦が生まれる交流拠点

パートナー企業 大学・教育機関 株主・投資家

共創・対話
の機会

▪事業を通じた共創・対話
▪東急アライアンスプラットフォーム（TAP）
▪取引先懇親会　▪サステナブルなサプライチェーン方針 等

▪産学連携協定・研究　▪寄付講座 等
▪株主総会　▪株主通信　▪投資家向けIR説明会
▪機関投資家との面談　▪IRサイト（Webサイト） 等

取り組みの
事例

2015年7月からスタートアップ企業との事業共創を推進する
「東急アクセラレートプログラム（現、東急アライアンスプラッ
トフォーム）」を開始。オープンイノベーションの推進体制を強
化することで、スタートアッ
プ企業などから事業共創先
として選ばれ続けるプラット
フォームを目指します。

TAP2025DemoDayの様子
知的資本  P.47

クリエイティブ・シティ・カウンシルは、人々が創造性を発揮できる舞台としての都市＝ク
リエイティブ・シティの実現を目指し、二子玉川を拠点に2010年に設立され、プラチナトラ
イアングル・多摩川流域で活動した団体クリエイティブ・シティ・コンソーシアム（2023年
3月活動終了）の思想を承継し、2023年4月に始動した会議体です。実践的かつ専門的見地
からの提言を得るべく、大学・研究機関・産業界の有識
者をアドバイザリーボードに招聘し、沿線のまちづくり、
都市の在り方、「課題先進国」日本が取り組むべきテー
マなどについて議論してまいりました。2025年度は「鉄
道沿線まちづくりについて」をテーマに議論を展開いた
しました。

2025年度クリエイティブ・シティ・ 
カウンシルの様子クリエイティブ・シティ・カウンシル  https://creative-city.jp/

株主総会の開催をはじめ、投資家向け説明会の実施や
国内外の機関投資家との対話などを通じて、事業や戦略
に関する情報の積極的な開示とコミュニケーションに努め
ています。

2025年度は、個人株主向け説明会を6回実施し、うち
当社主催の説明会では、堀江社長が直接、個人株主の皆
様に向けて当社のまちづくりへの取り組みについて説明
いたしました。

株主・投資家との対話  P.63

個人投資家向け活動の詳細 
 https://ir.tokyu.co.jp/ja/ir/individual/activities.html

ステークホルダーとの共創 ─ 地域と一体で進めるまちづくりを通じたパートナーとの信頼関係
当社は創業以来、地域と一体となり、信頼関係を築きながら「まちづくり」を進めてきました。私たちの成長（ ＝ 企業価値）は街の成長（ ＝ エリア価値）とともにあります。
両者の向上を永続的に循環させていくうえで、地域に根差したまちづくりにおけるパートナーとの強固な信頼関係は当社の最大の強みです。

https://tokyugroup-greenexpo2027.jp
https://tokyugroup-greenexpo2027.jp
https://www.common.tokyu.co.jp/
https://www.common.tokyu.co.jp/
https://creative-city.jp/
https://creative-city.jp/
https://ir.tokyu.co.jp/ja/ir/individual/activities.html
https://ir.tokyu.co.jp/ja/ir/individual/activities.html
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